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大阪府河川事業・ダム事業の事業評価（案）
平成２４年６月
大阪府都市整備部河川室


１．根拠規程・要綱について
　大阪府河川事業・ダム事業評価については、以下の要綱等に準拠するものとする。
· 国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領（平成23年4月1日改正）
· 国土交通省所管公共事業の再評価実施要領（平成23年4月1日改正）
· 国土交通省所管公共事業の完了後の事後評価実施要領（平成23年4月1日改正）
· 河川及びダム事業の新規事業採択時評価実施要領細目（平成21年12月24日改正） 
· 河川及びダム事業の再評価実施要領細目（平成22年4月1日改正） 
· 河川及びダム事業の事後評価実施要領細目 （平成21年4月1日改正）
· 公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）（平成21年6月） 
· 治水経済調査マニュアル（案）（平成17年4月） 
· 各種資産評価単価およびデフレータ（平成23年2月） 
· 河川に係る環境整備の経済評価の手引き【本編】（平成22年3月） 
· 河川に係る環境整備の経済評価の手引き【別冊】（平成22年3月）
· ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目（平成22年9月28日改正）
· 大阪府建設事業評価実施要綱（平成20年12月10日施行、平成23年2月16日改正）
· 大阪府河川整備委員会設置要綱（平成11年8月23日施行、平成22年7月10日改正）
· 今後の治水対策の進め方（報告書）（平成22年6月）
２．事業評価の目的・種類
　【大阪府建設事業評価委員会における事業評価】
	
	事前評価
	再評価
	事後評価

	目　的
	事業実施の妥当性と効率性を判断する。
	事業継続の妥当性と効率性を判断する。
	事業完了後の効果等の検証を行う。

	対　象
	総事業費１０億円以上の新規事業
	総事業費１億円以上の事業
	総事業費１０億円以上の事業

	評価時期
	・事業の予算化を予定している年度の前年度
	事業採択後　　５年未着工
事業採択後　　１０年継続
再評価後　　　５年継続毎
その他（事業計画又は総事業費の大幅な変更など）
	・事業完了後　　５年以内

	評価の視点
	１．上位計画等における位置付け（優先度を含む。）
２．事業を巡る社会経済情勢
３．費用便益分析等の効率性
４．安全・安心、活力、快適性等の有効性
５．自然環境等への影響と対策
６．代替手法との比較検討
	１．事業の進捗状況（事業計画等の変更及び今後の進捗見通しを含む。）
２．事業を巡る社会経済情勢の変化
３．費用便益分析等の効率性
４．安全・安心、活力、快適性等の有効性
５．自然環境等への影響と対策
	１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
２．社会経済情勢の変化
３．事業効果の発現状況
４．事業実施による自然環境の変化
５．同種事業への改善措置等（当初計画との相違点及びその原因を含む。）


【大阪府河川整備委員会における事業評価】
	
	事前評価
	再評価
	事後評価
（河川整備委員会では審議しない）

	審議方法
	河川整備計画（案）の審議・了承
	➊の場合は、河川整備計画の進捗点検（※）
➋の場合は、河川整備計画（変更案）の審議・了承
	大阪府による自己点検（※）



　※進捗点検及び自己点検方法は、大阪府建設事業評価調書に準拠する。
３．河川整備委員会での事業評価項目
	事業評価項目
	河川整備委員会
	（参考）大阪府建設事業
再評価監視委員会

	
	事前評価及び➋の場合
	➊の場合
	事後評価
委員会では
審議しない
	事前評価
	再評価
	事後評価
委員会では
審議しない

	
	河川整備計画
策定に係る
審議項目
	治水手法の審議
と併せて行う
審議項目
	
	
	
	
	

	(1) 上位計画等における位置付け（優先度を含む）
	●
	
	
	
	○
	
	

	(2) 事業の進捗状況
（事業計画等の変更及び今後の進捗の見通しを含む）
	●
	
	●
	
	
	○
	

	(3) 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
	●
	
	
	●
	
	
	○

	(4) 事業を巡る社会経済情勢（の変化）
	●
	
	●
	
	○
	○
	

	(5) 費用便益分析等の効率性（※）
	
	●
	●
	
	○
	○
	

	(6) 事業効果の発現状況
	
	●
	
	●
	
	
	○

	(7) 安心・安全、活力、快適性等の有効性
	●
	
	●
	
	○
	○
	

	(8) 自然環境等への影響と対策
	●
	
	●
	
	○
	○
	

	(9) 事業実施による自然環境の変化
	●
	
	
	●
	
	
	○

	(10)代替手法との比較検討
	
	●
	
	
	○
	
	

	(11)同種事業への改善措置等
（当初計画との相違点及びその原因を含む。）
	●
	
	
	●
	
	
	○


· 上記の(5) 費用便益分析等の効率性の検証に係る費用便益分析の評価方法は、「今後の治水対策の進め方」に基づき、当面の治水目標の設定のための１洪水により算出される純現在価値（Ｂ’－Ｃ’）、経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）及び費用便益比「総便益Ｂ’／総費用Ｃ’」とし、従来の「治水経済調査マニュアル（案）」に基づく流域をブロック分割し、ブロック毎の被害額をブロック数だけ算定する「総便益Ｂ／総費用Ｃ」とは算出方法が異なる。

４．河川整備委員会における審議フロー
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河川整備計画（案）の審議・策定

整備委員会

河川整備計画の策定

治水手法の審議・決定

※費用便益分析（B’-C’、EIRR、B’/C’）

を併せて審議

当面の治水目標の審議

治水専門部会

河川整備計画の進捗点検

関係部局等の意見照会

国土交通省協議

河川整備計画における住民説明会

及び図書の縦覧等による府民意見聴取

【事前評価・再評価（整備計画（変更案）策定時）】

【再評価】

事業採択後 5年未着工

事業採択後 10年継続

再評価後 5年継続毎

当面の治水目標の決定

整備委員会

整備委員会

河川整備計画（原案）の審議・策定

整備委員会

左記委員会の審議を以て事業

評価とみなし、審議状況を踏ま

えて対応方針を決定する。

左記委員会の審議を以て事業

評価とみなし、審議状況を踏ま

えて対応方針を決定する。

【事後評価】

事業完了後 5年以内

自己点検

大阪府による自己点検により

対応方針を決定する。

対応方針の決定・公表

対応方針の決定・公表

事業着手

事業完了

対応方針の決定・公表
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